
り 月 紙 

生活保護法施行事務監査事項 ( 案 ) 

主 l 

Ⅰ 保詩 

推進 

(1 ) Ⅰ 呆 

中言言   

おけ   

及び ; 

眼 事 項 

の 適正実施の 

護の相談、 

、 開始段階に 

る 助言、 指導 

調査の徹底 

着 眼 占   

Ⅰ 面接相談時における 適切な対応と 事務処理 

い ) 保護の受給要件等制度の 趣旨は、 要 保護者に 1 

しく理解されるよ う 十分説明され、 相談内容に万 

じた懇切丁寧な 対応が行われているか。 

(2) 保護の開始時に「保護のしおり」の 配布等に」 

り 、 法律に定める 権 利、 義務の周知登底は 図ら ォ 

ているか。 

(3) 生活歴、 職歴、 病歴、 家庭環境、 地域との 関モ 

等は的確に把握されているか。 

(4) 仙法化施策活用についての 助言、 指導は 、 適ゼ 

た 行われているか。 

(5) 生活困窮者に 関する情報が 福祉事務所の 窓口に 

つながるよう 生活保護制度の 周知や民生委員、 モ 

種相談員との 連携、 保健福祉関係部局及び 水道、 

電気の事業所等との 連絡・連携体制がとられて、 

るか。 

(6) 相談内容、 指導結果が面接記録 票 等に記録さ 

れ、 所長等幹部職員まで 決裁されているか。 

(7) 保護申請書の 処理及び保護金品の 支給は迅速Ⅱ 
行われているか。 

2  保護開始時における 調査の徹底 

(1 ) 資産等の把握状況 

ァ 保護の申請書、 資産申告書 ( 不動産、 預 則 

金 、 生命保険、 自動車等 ) 及び収入申告言 

( 稼働収入、 年金等 ) の内容は、 挙証資料等Ⅱ 

基づき十分審査されているか。 

また、 生活圏内の関係 先 ( 金融機関、 保険 子 
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主 眼 事 項 着 眼 占   

社 、 社会保険事務所等 ) 調査等によって 十分に 

検証・確認されているか。 

保護申請前に 転居してきた 者については、 前 

居住地の関係 先 照会等が行われているか。 

イ 受給要件を確認するための 調査に必要な 同意 

書 が適切に徴 収 されているか。 

ウ 法 第 6 3 条を適用し、 保護を開始した 場合 

は 、 文書により本人に 周知されているか。 

(2) 病斗 大キ 巴握 の 斗 大洗 

病状等が的確に 把握されているか。 また、 必要 

に 応じ検診命令等が 活用されているか。 

(3) 介護保険利用の 把握状況 

要介護又は要支援の 状態にあ ると考えられる 要 

保護者について 介護保険による 介護サービスの 受 

給 状況の確認や 要介護認定申請に 係る助言及び 指 

導 が行われているか。 

(4) 扶養義務履行の 指導状況 

ァ 扶養義務者 : 特 世 r  ヱ     - 、 の 存否の確認が 行われて ぃ 

るか。   甘                     / ⅩⅩ 
Ⅰ ク亜 

" 咄 

  

また、 居所が不明な 場合には、 官公署等への 

照会に基づき、 所在の確認が 行われているか。 

イ 扶養義務者について、 職業、 収入等にっき 要 

保護者その他により 聴取する等の 方法によ り 

扶養の可能性が 調査されているか。 

+ ゥ 扶養義務者重点的扶養能力調査対象者が 管 内 に 居住して、   
  
ス 

場
合
 

実
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地
 
き
 
る
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は
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Ⅰ
 
Ⅰ
 
@
 
 
 

調査されているか。 

エ 重点的扶養能力調査対象者の 世帯構成、 職 

業 、 収入、 課税所得及び 社会保険の加入状況、 
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主 眼 事 項 

(2) 保護受給中におけ 

る指導援助の 推進 
- フ 
  

着 眼 占   

要 保護者についての 税法上の扶養控除及び 家族 

手当の受給並びに 他の扶養履行の 状況等につい 

て調査されているか。   
務 照会に対して 未 回答となっているケースの 処 

理は適切に行われているか。 

士力 一 重点的扶養能力調査対象者に 対する扶養龍 

力 調査の結果を 踏まえ、 必要に応じ、 家庭裁判 

所への調停又は 審判の申立てについての 指導は 

行われているか。 

キ 重点的扶養能力調査対象者以覚の 扶養義務者 

のうち扶養の 可能性が期待される 者に対する扶 

養能力調査は 適切に行われているか。 

3 . 関係機関等との 連携 

(1 ) 関係部局、 民生委員、 保健所、 身体障害者更生 

相談所、 児童相談所、 公共職業安定所、 医療機 

関、 介護機関等との 連携が円滑に 行われている 

か。 

(2) 郡部福祉事務所においては、 高齢者及び身体 
障害者等の処遇について 町村との連携は 十分図ら 

れているか。 

Ⅰ 権 利、 義務の周知登底 

被 保護者の権 利、 義務について、 「保護のしお 

り」等により、 適時適切な指導が 行われているか。 

また、 世帯構成、 収入等の変動に 伴 う 届出義務の 

周知登底が図られているか。 
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主 眼 事 項   着 眼 占   

  

2  資産及び収入の 把握 

(1 ) 資産の把握 

ア 資産 ( 不動産、 預貯金、 生命保険等 ) の申告 

内容は、 関係失調査等により 的確に確認されて 

い るか。 

また、 資産の申告内容に 変化はないか。 

特に、 処分価値が大きいと 認められる不動産 

については、 評価替えの時点に 併せて評価額が 

的確に把握されているか。 

イ 資産活用についての 指導又は指示は 適切に行 

われているか。 

(2) 収入の把握 

就労可能と判断された 被保護者については 

毎月、 就労困難と判断された 被保護者については 

定期的に収入申告書が 徴 収 されているか。 

ア 稼働収入の把握 

( ア ) 収入申告書は、 毎月役 取 されているか。 そ 

の際、 給与証明書笥挙証資料は 添付されてい 

るか。 

( イ ) 収入申告書及び 給与明細書等挙証資料の 内 

容 審査 ( 稼動日数、 給与額等 ) は、 適切に行 

われているか。 また、 必要に応じて 事業主等 

の関係失調査は 行われているか。 

イ 稼働収入以外 ( 年金、 保険金、 補償金、 仕送 

り等 ) の収入の把握 

( ア ) 収入申告書は 適切に徴 収 されているか。 必 

要に応じ、 年金改定通知書 ( 写 ) 等 挙証資料 

は 添付されているか。 

( イ ) 年金、 保険金等の受給資格の 有無及び受給 

金額は、 必要に応じ、 社会保険事務所、 保険 

会社等の関係失調査等により 確認されている 

か 。 
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  主眼事項   着 眼 占     

また、 通算老齢年金を 受給している 場合、 

通算の対象となった 他の年金の受給状況は 的 

確に把握されているか。 

( ウ ) 仕送り類等 は 、 的確に把握されているか。 

9  課税状況調査の 実施状況 

毎年、 課税状況調査等の 全ケース一斉点検を 

実施し、 調査結果と収入申告書の 内容の照合が 

行われているか。 

また、 その後の処理状況が 適切に把握されて 

いるか。 

(3) 年金等の受給資格の 確認 

一定の年齢に 達した者について、 老齢基礎年金 

等の受給資格について 確認されているか。 

また、 一定の障害の 状態にあ る者について、 障害 

基礎年金等の 受給資格について 確認されているか。 

(4) 扶養能力調査の 実施 

扶養義務者に 対する扶養能力調査は、 被保護世 

帯との関係の 深浅、 過去の状況等を 勘案の上、 必 

要な者については、 適宜見直しを 行う等、 適切に 

実施されているか。 

干 3  処遇方針の設定 

い ) 処遇方針は、 訪問調査活動や 病状把握等の 結果 

により把握された 実態を踏まえ、 かっ十分に 

評価・検討された 上で立てられているか。 

また、 多様なニーズを 抱える高齢者世帯等の 処 

遇方針は 、 個々のケースの 実態及び介護保険制度 

等による介護サービスの 活用等を踏まえた 適切な 

ものとなっているか。 

(2) 処遇困難なケース 等については、 関係機関とも 

連携の上、 ケース診断会議等で 組織的に検討され 

ているか。 
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  主眼事項   着
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目
 

占
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(3) 処遇方針は、 ケースの実態の 変化に即して 適切 

に見直しがなされているか。 

(4) 処遇方針が、 ケース記録に 明記されているか。 

    。 " 円 " 
  

丑 " ""  "'" 
け " / ト 玉 リⅠ 

丑 " + " Ⅰ "" ノ "" 中ナ。 。 
出に " "  ハ "" 末芯 

ⅡⅩ + ト @ ¥ わ つ @ ヰナ ン @ ¥ ムヘ 
タ ' 目月 Ⅰ・ /  ハ @C ト ' 目月 Ⅰ、 メリ ， 。 

ⅠⅠ し Ⅰ @ . 奇 Ⅱ 一 
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  主眼事項   着 眼 占   
  

ⅠⅠ / ム / カ / コしノ し 。 ' " む ' Ⅰ " 。 

キ林 ケ @ ¥ プ 

4  計画的な訪問調査活動の 推進 

い ) 訪問計画の策定 

ァ 実施機関において 統一的な訪問基準を 策定す 

る場合には、 ケースの実態、 訪問調査活動の 目 

的を達成するために 考慮され策定されている 

か。 

また、 訪問基準の設定に 当たっては、 稼働能 

力の活用を図る 必要のあ る者、 多様なニーズを 

抱える高齢者等に 着目し、 当該世帯への 指導援 

助の必要性が 勘案されたものとなっているか。 

イ 個別のケースに 対する訪問計画は、 ケースの 

実態、 訪問調査活動の 目的に応じて 適切なもの 

となっているか。 

また、 ケースの実態の 変化に応じて 適時適切 

な 見直しが行われているか。 

(2)  訪問調査活動の 状況 

ア 訪問は、 訪問計画に基づき 計画的に実施され 

ているか。 

また、 ケースの状況変化を 考慮し、 必要に応 

じた随時の訪問が 実施されているか。 

特に、 長期間夫訪問又は 計画に比べ実施回数 

が 少ないケースはないか。 

イ 訪問調査活動の 目的に添って 必要な指導援助 

が行われているか。 

一 17 一 



主 眼 事 項 

l ¥  ヲ Ⅰ つ 1@  円 Ⅰ 
Ⅰ t @ トけソ ハ l し尹い 3 

  ヒ， 

着 眼 占   
  

また、 多様なニーズを 抱える高齢者世帯等に 

対しては、 介護保険制度等による 介護サービス 

の 活 m 等 必要な指導援助が 行われているか。 

ウ 世帯主のみならず、 必要に応じて 世帯員と面 

接を行い、 適切な指導援助が 行われているか。 

工 面接すべき者の 不在が続く等の 場合には、 訪 

問方法を工夫する 等適切な対応措置がとられて 

いるか。 

また、 民生委員、 親族等からも、 生活状況等 

の聴取を行 う等 、 不在理由を確認し、 家庭内面 

接を行うよ う 努力しているか。 

オ 長期にわたって 来 所による面接が 続き、 訪問 

調査活動の目的が 達成されていないケースはな 

いか。 

力 訪問調査結果は、 査察指導員等に 速やかに 報 

古 されているか。 

また、 早期にケース 記録に明確に 記録され、 

その都度決裁されているか。 

@1@5  就労阻害要因の 把握 

い ) 就労阻害要因が 的確に把握され、 就労意欲の助 

長、 生活習慣の形成等、 必要な指導援助が 適切に 

行われているか。 

(2) 傷病を理由に 就労していない 者の傷病の程度、 

就労の可否等については、 レセプト点検、 主治医 

訪問、 嘱託医協議、 必要に応じ検診命令等により 

的確に把握されているか。 
日 ソ文 また、 検診命令に従わない 場合には、 保護の 

停・廃止等の 措置が適切に 行われているか。 

(3) 育児中の母親に 対する就労指導は、 地域におけ 

る 保育所の設置状況、 入所条件等が 勘案され、 適 

切に行われているか。 
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  主眼事項   着 眼 占     

6  個別具体的な 指導援助の充実 

い ) 稼働年齢層の 者の い るケースに対する 指導援助 

    
の Ⅱ 犬 ; 兄 

  

ァ 稼働能力の活用等自立を 助長するための 指導 

援助は、 自立更生計画書、 求職活動状況 中宣萱 

( 毎月 ) の提出等の指導により 積極的に行われ 

ているか。 

イ 稼働能力の活用状況等は、 就労・求職状況管 

理台帳 で適切に把握されているか。 

ウ 自立援助のため、 公共職業安定所等関係機関 

との組織的連携は 十分行われているか。 

また、 求人情報等の 収集提供、 必要に応じた 

公共職業安定所等への 同行訪問等の 援助が行わ 

れているか。 

ェ 自立援助のための 各種貸付制度等仙法化施策 

の活用についての 指導が適切に 行われている 

か。 

オ 稼働能力の活用についての 指導指示は、 必要 

に 応じ、 文書指示により 徹底されているか。 

また、 指導指示に従わない 場合には、 保護の 

停・廃止等の 措置は適切に 行われているか。 

力 稼働能力及び 地域の賃金水準等からみて、 就 

弟 日数、 時間、 収入等が少ない 者に対し、 勤務 

先調査又は課税状況の 調査が行われているか。 

また、 転職を含む増収指導が 行われている 

か。 

(2) 高齢者、 障害者世帯等 要 援護世帯に対する 指導 
援助の状況 

ア 高齢者、 障害者等世帯について、 介護保険制 

度及び支援 費 制度等による 各種サービスの 活用 

が 図られているか。 

イ 年金等の受給の 可否等について 検討し、 関係 

機関に対して 協力を求めているか。 
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主 眼 事 項 着 眼 占   

ゥ 高齢者、 障害者等がいる 世帯について、 必要 

な生活環境等の 整備のための 制度の活用が 図ら 

れているか。 

ェ 扶養義務者に 対して、 ケースとの日常の 交流 
等についての 協力依頼は行われているか。 

(3) 母子世帯に対する 指導援助の状況 
ア 母親の養育態度、 子供の就学状況等に 問題の 

あ る世帯に対し、 適切な指導援助が 行われて ぃ 

るか。 

イ 子供の進路について、 学校等関係機関との 連 

携を図り、 適切な指導援助が 行われているか。 

ゥ 児童扶養手当等仙法 他 施策の活用についての 

指導は、 適切に行われているか。 

(4) 要 援護世帯の処遇充実のための 関係機関との 連 
携及び社会資源等の 活用状況 

ァ 関係部局との 情報交換、 連絡調整等は 緊密に 

行われているか。 

イ 民生委員、 保健所、 各種相談員、 医療機関、 

介護機関、 学校等関係機関との 連携、 近隣住民 

との協力等による 支援体制等幅広い 社会資源の 

活用が行われているか。 

また、 必要に応じ、 関係者にケースへの 同行 

訪問を要請しているか。 

目 Ⅰ 
ⅠⅠ /                 l@  ' し 仁 りト fl "/ 一 
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せ 7  自立助長ケースの 選定   
自立助長選定ケースは、 稼働能力の活用を 指導す 

る必要があ るケースについて 組織的に評価検討の 上 

選定し、 自立に向けた 積極的かっ重点的な 指導援助 

が行われているか。 

最低生活費の 認定、 加算、 控除等の決定事務は 適 

正に行われているか。 

また、 保護の変更等が 行われた場合に、 被保護者 

に対し通知されるとともに、 必要な教示が 行われて 

い るか。 

]  収入申告内容の 確認等の状況 

い ) 収入申告内容に 疑義があ る場合は、 説明を求め 

ているか。 

また、 必要に応じて 勤務先等関係失調査を 適切 

に行っているか。 
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丑 " + 
出 Ⅰ 甲、 柵， 。 一 

( 十 )  (2) 再三にわたる 収入牢 き 書の提出の指示に 

対して、 正当な理由もなく 従わない場合は、 文書 

指示等の措置が 行われているか。 

2  不正受給ケースに 対する措置 

不正受給については、 法第 7 8 条により厳正に 措 

貴 されているか。 

また、 悪質なケースについては、 告発等が行われ 

ているか。 

3  不正受給等の 原因分析及び 再発防止対策 

い ) 不正受給等の 未然防止を図り、 適切な指導援助 

を行 う 観点から、 法第 6 3 条及び法第 7 8 条 適 m 

ケースの発生原因が 十分に把握、 分析されている 

か 。 特に、 定期的な訪問調査活動や 関係失調査等 

による世帯の 実態把握に問題がな い ・ か等 、 福祉事 

務所として取り 組むべき問題点の 有無が検討され 

ているか。 

(2) 福祉事務所として 取り組むべき 問題があ る場 

合、 再発防止対策等の 適切な対応がとられている 

か。 

一 22 一 




